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竹内正毅福井県地方自治研究センター理事長挨拶 

 今日は春一番が吹いたそう

ですが、私たちを取り巻く情

勢は真冬から厳寒になってき

ているのではないでしょうか。

先の所信表明演説で安倍首相

は原発・TPP・社会保障・沖

縄などには一切触れませんで

した。参院選挙に勝つまでは

ということでしょうが、既に

衣の下から鎧が出ています。

日本の国で取れた農産物やエ

ネルギーで国民が自給できなければ、安倍首相のいう「国防軍」ではけっして生活は守っ

ていけないと思います。自民党の憲法改正草案を一度お読み頂きたい。天皇を元首にする

とか、日の丸の国旗、君が代の国歌化、自衛隊の国防軍化などの他に、「公益及び公の秩序

に反しない限り」ということで、勤労者の団結権などを制限する項目も列でいます。今日

の TPP 問題を含め、我々はよく考えていかないと将来に禍根を残すのではないでしょうか。 

北川太一教授講演 

私は兵庫県の西宮市生まれです。大学は京都で過ごし、縁があり福井県立大学に来まし

た。西宮市は社会党の土井たか子さんの選挙地盤でした。20 年以上前に社会党が参院選で

大躍進したときがあります。「山が動いた」という言葉がありました。その後様々な事情が

あって尻すぼみになり、村山富市さんも人柄はいいのですが総理になったことがダメだっ

たのではと思います。いずれにせよ、労働政党、労働という側面から世の中を見る政党が

本当に縮小してしまったことが、今、日本社会にとって悲劇になっています。昔のように

デモをやれというわけではありませんが、経済合理性だけではない見方というものを経済

学部の学生に教えたいと思いつつ悩んでいます。その意味で「農業」は単なる経済合理性

だけでは割り切れない格好の材料を与えてくれるものです。社会があったり、そこに住ん

でいる暮らしがあったり、多様な価値観があったり、歴史があったり、風土があったり、

自然環境があったり、それをトータルとして考えることが求められています。 
正直、TPP は専門ではありません。TPP に関する書籍は沢山でていますのでそちらで読

んで頂いただいたほうがいいと思います。出版業界では「TPP バブ」ルになっています。

大手町に JA ビルというのがありますが、その地下に「農業書センター」という農業問題を

専門に置いてある書店があり、TPP に関する書籍が山と積まれています。元農水省の官僚

の方で東京大学の鈴木宣弘さんですが、ＴＰＰ反対の論陣を張り、本も沢山出しておられ



2 
 

ます。「よく分かる TPP48 の間違い」という本です。それとは対照的に元農水省の官僚で

山下一仁という方は、推進を主張しておられます。 
 

１ ＴＰＰとは 

孫崎享という元

外務省の方が、「戦

後史の正体」という

本を書いておられ

ますが、「TPP の狙

いは日本社会を米

国流に改革し、米国

企業に日本市場を

席巻させること」

「TPP は米国が、

日本の国内にある

富を、扉をこじあけ、

吸いあげるための

仕組み」（孫崎亨『戦

後史の正体』創元社（2012 年）、360～364 ページなど。）と書いておられますが、まさに、

経済問題ではなく、アメリカの政治戦略として TPP は位置づけられているのです。原発問

題、愛媛県の伊方原発が再稼働するとかの話があり、電力が足りるか足りないかが論点に

なっていますが、そのようなことではなく、日本が原発を保有している・日本が原発を動

かしていることがアメリカにとっては大事なことなのです。核・原発を保有しアジア諸国

に一定の牽制的作用を及ぼしていることがアメリカにとって重要なことなのです。 
日本の農業政策の歴史はアメリカに振り回されてきた歴史です。1950 年代 MSA 小麦，

（1954 年：MSA 協定＝日米相互防衛援助協定の一環として「MSA 小麦協定」）の話です

が、日本の食料受給率は 40％を切っていますが、それは日本自身がそのような選択をした

結果なんだと主張される人がいますが、元は戦後にアメリカが小麦の増産をした。この余

った小麦を日本に安く押し付けたわけです。日本の国内で学校給食法とセットになって、

安く押し付けられた小麦でパンを作って学校給食に出す。月曜から金曜日までひたすらパ

ンを食わされる世代が育ちました。1980 年代半ば以降始まる農産物の輸入自由化、これも、

米ばかり作っていてはだめだ、園芸や畜産など米以外のものも振興していこうという農業

基本法の選択的拡大政策がありました。一定の園芸や畜産団地が出来ましたが、これから

もっと振興していこうというときに、1980 年代後半に牛肉・オレンジの自由化交渉に屈し

てしまって農産物が自由化された歴史もありました。いずれにしても、日米安保条約－同

http://kotobank.jp/word/%E7%9B%B8%E4%BA%92%E9%98%B2%E8%A1%9B%E6%8F%B4%E5%8A%A9%E5%8D%94%E5%AE%9A�
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盟国としての日本の位置づけが変わらないかぎりものごとは動かないといえます。 
TPP の経過ですが、「環太平洋戦略的経済連携協定」（Trans-Pacific Strategic Economic 

Partnership Agreement）といっております。FTA（Free Trade Agreement（自由貿易協

定））とか EPA（Economic Partnership Agreement（経済連携協定））があります。WTO
（World Trade Organization（世界貿易機関））といものが 1990 年代に作られました。そ

れまでは GATT（関税および貿易に関する一般協定（General Agreement on Tariffs and 
Trade））がありましたが、これはあくまで協定のレベルでした。アメリカ・ヨーロッパの

主導で貿易自由化を進めてきた。1990 年代の初めに日本は GATT の最終交渉でコメの輸入

を決めた。1993 年 12 月・夜中に細川護煕首相がコメ輸入受入の記者会見しました。その

後、世界の貿易のルール、貿易だけではなく国の産業政策、知的所有権、サービスを含め

て世界中みんながテーブルに集まってルールを決めようということで WTO が発足しまし

た。ところが、一昔前の GATT のようにアメリカが巨大な権限を持ち、ヨーロッパが追従

するのであれば、アメリカとヨーロッパで世界をリードできるのですが、発展途上国もそ

れぞれ力を蓄えてきた、オーストラリアやカナダなどの食料輸出国もそこそこの発言権を

持ってきたわけです。それで１つのラウンドで物事を決めることができなくなった。WTO
では物事を決められなくなって、二国間で決めよう動きが広がったわけです。それが EPA
とか FTA です。FTA は EPA の一部です。FTA は関税をどれだけ引き下げるかという貿易

の問題を主として取り決めます。EPA は関税の他に人の移動とか、権利・サービス・知的

所有権など様々な問題を協定として結ぼうとするものです。二国間又は複数国間で決める

という動きが世界中で広がりだしたわけです。本来はいろんな立場の違いがあり、国の事

情が異なり、経済の成長段階が違うということで、みんなで出し合って妥協点を見出すべ

きだが、そこはどこかへ行ってしまったのです。RCEP（東アジア地域包括的経済連携

(Regional Comprehensive Economic Partnership)）というものがあります。ASEAN プラ

ス日本、中国、韓国、インド、オーストラリア、ニュージーランドなどが入って、この春

から経済連携を強化していこうという動きもあります。新聞ではインドネシアでは TPP よ

りは RCEP を大事にしたいという発言もあります。また、日中韓の FPA、日本と EU との

FTA も具体化していくかもしれません。 
TPP は、元々はブルネイ、チリ、ニュージーランド、シンガポール四カ国が FPA を結ん

だことが始まりです。ところが、2009 年にオバマ大統領が TPP に入ることを宣言して話が

ややこしくなりました。その後、ベトナム、ペルー、オーストラリア（10 月にはマレーシ

ア）が加わりました。カナダ、メキシコも拡大交渉に参加し、タイも参加表明しています。

日本は 2010 年 10 月に、当時の菅直人首相が TPP への参加を検討するといきなり発言し、

蜂の巣を突く大騒ぎとなりました。 
菅首相は APEC 会合で「平成の開国」と「農業改革」を進めることを表明し、「食と農林

漁業の再生推進本部」を設置しました。その後、東日本大震災があったものですから、文

章の最終的な報告は遅れたのですが、2011 年 10 月 25 日に『我が国の食と農林漁業の再生
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のための基本方針・行動計画』が出されました。政権が変わりましたが、現在の農業政策

を決める上で非常に重要な文書となりました。TPP は環太平洋連携協定ということ、様々

なことがいわれていますが、要は「すべての関税を撤廃する」（国の事情を考慮した例外を

認めない）というのが大原則です。二国間の FTA の場合は日本の米は事情があるとか、畜

産はもう少し先延ばしししてくれとか、国の事情を考慮することが認められますが、TPP
ではこうした例外を一切認められません。安倍首相は日本がきちんと主張すれば国益にか

なうようにできると言っていますが、そのようなことはあてになりません。 
貿易（市場アクセス）

に加えて、人・資本の移

動、規制・制度問題など

多くの分野を持ってい

ます。たとえば、食の安

全にかかわって、牛肉の

輸入の緩和がほぼ決定

しました。BSE 問題で、

生後 20 ヶ月の牛を輸入

するということでした。

20 ヶ月を超えると BSE
に罹る確率が高まると

いう理由でした。ところ

がＴＰＰに参加すると牛丼の値段が下がると喧伝され、30 か月まで緩和されるようです。

日本の牛は全頭管理されています。ところが、アメリカという国はそもそも１国を管理で

きない国です。アメリカが管理している牛は全頭数の 1％に満たないといわれています。そ

のようなところが解体して輸出するので BSE が発見されたりするのです。牛の月齢は歯で

検査するそうですが、どういう餌を与えられてきたかも分からない牛を月齢の輸入制限を

緩和されても不安は尽きません。ルールをアメリカンスタンダードにしていこうという大

きな狙いがあります。日本が大事にしている国民健康保険制度も脅かされるのではないか、

共済（JA 共済・労働者共済等）という考え方－組合員が会費を払いあって困っている人に

お金を回すという考え方もアメリカンスタンダードでは認められないという説もあります。

ありとあらゆるルールをアメリカ型に変えていこうということが農産物よりもさらに心配

なことです。ISD 条項というものがありますが、外国の企業（アメリカ企業）が日本国内

に参入したくてもなかなか参入できない、あるいは参入しても規制があって思うようにい

かないと言う場合、外国企業が日本に対してルールを変えろと訴えることができるという

ものです。日本の公共投資・入札などもアメリカから文句がでないように英語の文面を付

けておかねばならないことになります。貿易問題だけではなく、ありとあらゆる問題が交

渉の対象になるわけです。 
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表１＜農林水産省の影響試算＞ 
 生産量減少率 生産減少額 影響を受けないもの 

米 90（％） 197（百億円） 新潟コシヒカリ、有機米等のこだわり米など 

小麦 99 8 国内産 100％をセールスポイントにした小麦粉用小麦 

牛乳・乳製品 56 45 鮮度が重視される生クリーム、 

牛肉 75 45 4-5 等級 

 
表 1 では、あまり数字は問題にしないで下さい。どういう仮定を置くかによって数字は

大きく変わります。どういうところに影響が及ぶかを見て頂きたいと思います。農林水産

物（国産を原料とする 1 次加工品も含む）の生産減少額が起こりそうです。食料自給率（カ

ロリーベース）も落ちます。それが、生態系を維持しているとか、山間地で水田を営むこ

とが水を蓄え下流に人に水を供給する役割とか、環境を保護するとか、癒しの空間になっ

ているとかの農地の多面的な機能があります。当然外国から農産物が入ってくれば農地が

荒れ果て多面的機能も失われるのではと思います。また、関連産業への影響です。日本の

農業は GDP の 1.5%ぐらいですが、食料関連産業・外食産業・中食産業に枠を広げると GDP
の 10％くらいになります。農業の就業者は 3％くらいですが、関連産業では 10％くらいに

なり、雇用され働いている人が沢山あり影響が及ぶのではと思います。特に依存している

のは日本の北（北海道）と南（沖縄）で。北海道は酪農が基盤にあって、乳製品に加工す

る。酪農はしていないが加工で地域経済を支える構造がある。沖縄ではサトウキビがあり、

砂糖の製糖工場があり地域の経済を支えています。米もさることながら、畜産・砂糖など

北と南の地域経済はひとたまりもありません。 
表１に米、小麦、牛乳・乳製品、牛肉への影響試算があります。影響を受けないものと

しては米では「新潟コシヒカリ、有機米等のこだわり米など」、小麦では「国内産 100％を

セールスポイントにした小麦粉用小麦」、牛乳・乳製品では「鮮度が重視される生クリーム」、

牛肉では「4-5 等級」など極上和牛などが生き残るかも知れないということです。外国産の

農産物がどんどん入ってきたら、外食産業等の原材料価格が安く仕入れられ消費者にメリ

ットがあるといわれますが、それはわかりません。食品関連産業の流通はそんなに単純な

形態ではありませんので、原材料を安いものを使っても、流通段階とか加工段階で吸収さ

れて、消費者価格はそれほど変わらなくなるのではといわれています。米の流通でも昔は

食糧管理法があり、仲買とか様々な流通段階がありましたが、それらが取っ払われて、す

っきりしたとか、野菜も卸段階を通らない流通が増えたとかいいますが、そのような所が

なくなったからこそ、多元的な流通形態になり、価格形成も一筋縄ではいっていません。

いずれにせよ TPP は、農業・農村の持っている価値・関連産業・雇用に影響が及ぶといえ

ます。 
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２. 日本農業の「担い手」をめぐる状況、農業・農村の将来方向を

めぐる見解の「対立」 

○ 日本農業の将来方向をめぐって ―「3.11」以降高まる乱暴な議論― 
①国際分業論 

TPP があるにせよないにせよ、日本の農業を巡る問題は残ります。昔からのことではあ

りますが、特に 3.11 以降農林水産業を巡って乱暴な議論が出てきています。リカード流の

国際分業論です。自由貿易のもとで、「比較優位」な産業にのみ、生産を特化させる考え方。

土地資源に恵まれない日本は、資本集約型産業に特化すべし、というものです。土地とい

う資源に恵まれた国はおおいに農業をやればよい、土地という資源に恵まれない国はそん

な無理をして土地を使う産業に力を入れる必要はな、資本集約型の産業に特化すればよい

というものです。農業に力を入れる国、農業以外の自動車に力を入れる国に分業しなさい

というものです。農業をやらない国は自由貿易を通じて外国から食料を輸入すればよい、

その代わり、自動車を農業国に輸出すればよいというのが、自由貿易論です。理論的には

限界がありますが、TPP 問題が起こったときに。民主党のＭ氏は日本の農業はたかが 1.5%
じゃないか。その 1.5%を守るために残りの 98.5%を犠牲にするのかという発言をしました。

まさに国際分業論の考え方です。 
②急進的な農業構造改革論 
各種の規制を緩和し、少数精鋭の大規模・企業的経営体を育成することによって、産業

として自立させる。というものです。新自由主義の考え方があり、最近復権した竹中平蔵

氏のように、政府の役割は最小限でいい。国防とか最低限の治安とかに財政を投入し、後

は民間レベルで規制緩和し、医療にせよ教育にせよ福祉にせよ民間に任せればよいという

考えです。農林水産業についても農水省や農協がいろいろな事業を抱えていますが、それ

は民間に開放しろというものです。農業に参入できる会社があってもよい。そうすれば経

営感覚がある農業が生まれる。そうなると、そんなに農家の数はいらない。村の農地が 20
ヘクタールあったら、20 軒の農家でやるのではなく、1 軒の農家でやったらどうか。少数

精鋭型の農家をつくればよいという考えです。東日本大震災以降この考え方が非常に顕著

になっています。 
とりわけ、農業・水産業などにおける経済特区構想とか、土地・海域資源の「流動化」、

外部資本への「開放」とかです。特に、宮城県が熱心で、漁業特区をつくれといっている、

漁業には漁業権があり、勝手に漁業をすることはできません。漁協が漁業権を認めないと

海の漁に出ることはできません。漁協の漁業権は独占しています。この漁業権を民間企業

に譲れというのです。宮城県は知事が先頭になって進めています。背後には後押しする経

済界（農業への民間資本の注入）や「農村撤退・農村人口縮小論」の台頭があります。東

日本大震災の復興で、「東日本の不幸は東京に近いことだ」という人がいます。東京の訳の
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分からない連中が東日本にどんどん入り込む、民間のコンサルタント会社が入り込み荒稼

ぎするわけです。自治体によっては復興の計画を東京のコンサルに丸投げする事例も見ら

れます。大手の民間コンサル・その背後の経済界としては漁協の漁業権は邪魔なのです。

農地に関する様々な規制も邪魔なのです。「道州制」もＡという町でできたのにＢという町

ではできないのはなぜなのかという足かせが取れて、おおいに大手の企業が闊歩できるの

です。経済学者の伊藤元重さんは、「人口 50 万人以上の規模であれば、集積を生かして国

際競争力のある都市をつくることができるかもしれない。しかし、人口 20 万人以下では、

そうした集積を生かすことはなかなか難しい。･･･（中略）･･･ただ、総論で言えば、地域

にある程度の規模の都市を育てることが基本である。都道府県全体で人口が減少していて

も、その中心都市の人口が増えていけば、地域の経済は活性化するはずだ。都道府県の枠

に縛られることも問題かもしれない。経済活動は旧来の都道府県の枠組みを越えて動くも

のである。道州制という大きな問題をここで論ずる予定はないが、これからは旧来の都道

府県の枠組みを越えた広域での集積の形成を考える必要がある。農村部から人口が流出す

ることが、農業を活性化すると言った。その人口の流出先である都市部は、人口の集積を

拡大することができる。第三次産業が中心の社会では、集積こそが経済活性化の基本であ

る。都道府県レベルでの人口が減少していても、都市への人口集中を実現できれば、経済

が活性化する基本的な条件は整うはずだ。」（伊藤元重 「『農村人口の減少』という創造的

破壊で地域経済の空洞化は克服できる」DIAMOND on line2012 年 10 月 15 日）という

考え方を主張しています。こういう考え方で東北や茨城の復興を主導していこうとしてい

ます。こうした動きとも関連した「農協・漁協批判」「協同組合否定論」があります。表 2

は、農協に対する批判です。 

表２ 行政刷新会議・規制・制度改革分科会「農業ワーキンググループ」における農協に

関する検討項目（2010 年 5 月） 
＜今回の検討項目＞ 

① 農協等に対する独占禁止法の適用除外の見直し 

 ② 農協に対する金融庁検査・公認会計士監査の実施 

 ③ 土地持ち非農家の組合員資格保有という農協法違反状況の解消 

 ④ 新規農協設立の弾力化（地区重複農協設立に係る「農協中央会協議」条項の廃止） 

 ⑤ 農業協同組合・土地改良組合・農業共済組合の役員への国会議員等の就任禁止 

＜中長期的な検討項目＞ 

⑥ 農協からの信用・共済事業の分離 

 ⑦ 農協の一人一票制を見直し、出資額に応じた議決権とする 

 ⑧ 准組合員の廃止 

 ⑨ 農協による株式会社等の子会社設立や株式会社等への出資制限 

※ 拙著『いま JAの存在価値を考える「農協批判」を問う』家の光協会（2010 年）11 ページより抜粋 

「農協からの信用・共済事業の分離」という項目がありますが、もちろん営農指導を忘れ
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て、信用・共済事業にひた走る農協は許されたものではありませんが、この背後には、協

同組合が抱えるマーケットをもっと民間企業に開放したらどうかということがあります。 

 農協の一人一票制を見直し、出資額に応じた議決権とする」などは株式会社のように株

を多数所有するものの発言権を強化しようとするものです。協同組合と株式会社の垣根を

なくし競争を同じ土俵で行い、生き残ったところが残ればいいではないかということです。 

「6 次産業化」を推進すれば農業は再生（産業として自立）するのではということですが、

「6 次産業化」とは、農業生産という「1 次産業」、つくったものを加工する「2 次産業」、

加工したものを販売する「3次産業化」をおおいに進めてもらおうという前民主党政権の期

待がありました。「我が国の食と農林漁業の再生のための基本方針・行動計画」（2011 年 10
月 25 日、食と農林漁業の再生推進本部決定）の「はじめに」では、「『高いレベルの経済連

携の推進と我が国の食料自給率の向上や国内農業・農村の振興とを両立させ、持続可能な

力強い農業を育てるための対策を講じる』ことを目的として、これまで精力的に議論を積

み重ねてきた。」とし、この一つの重要なテーマが「6 次産業化」であり、「基本的考え方」

の「『美味しい』、『安全』、『環境にやさしい』という持ち味を再構築する取組を推進し、需

要に応じた農業を実現する。農山漁村に存在する豊富な資源を有効に活用し、6 次産業化を

推進することにより、付加価値を向上させ、雇用と所得を生み出し、農林漁業を更に成長

産業化する。」という非常に痛ましい位置づけがなされています。最新の状況では「6 次産

業化」のファンド（「農業ファンド」）を国が率先して作ると言うことになっています。そ

こで、「6 次産業化」を推進していこうとなっています。福井県ではまだ大々的「6 次産業

化」経営体はできていませんが、民間の企業が手ぐすねを引いて「6 次産業化」を待ちかま

えています。農業者の所得向上化に繋がるものならいいのですが、民間企業主導して、農

業者から原材料を安く買いたたき、それを加工して販売する、あるいは民間企業が「6 次産

業化」生産から加工・販売まで一貫して行う企業経営体を作るために参入することです。

もっと民間企業に自由に行動できるように規制緩和させろというものです。農地の開放と

かを含めてです。現段階ではその点は抑えられていますが、本当に地域に密着した「6 次化」

はおおいにけっこうですが「成長産業」とか「産業として自立させる」とかの「6 次産業化」

が独り歩きすると変なことになります。 

 

３.日本の農業（水田農業）を支えてきた（支えている）いるものは

何か 

農業を考える場合、水田農業を念頭に置いているのか、園芸を念頭に置いているのか、

あるいは畜産を念頭に置くかで様子が違ってきますし、前提条件も変わってきます。「日本

の農業は力強い」「TPP でも大丈夫」と主張する人は、園芸・特に関東首都圏近郊の園芸が

念頭に置かれています。関東は畑作地帯で、昔から大規模な企業的な園芸が行われてきま
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した。千葉・茨城など、首都圏という巨大なマーケットを生かした園芸経営です。直に首

都圏に売りに出す、あるいは首都圏で農業者が居酒屋を作って売り出すとかです。大手百

貨店の中に自らの農業経営コーナーを設けてそこに販売をかける・加工品を売るという事

例がけっこうあります。そこだけ見ていると、「６次産業化」はいける、輸出もしている、

「日本の農業未来はあるよ」というわけです。ところが、福井県のような水田農業の場合、

未来があるとはいえない。水田か園芸かです。園芸ではいろんな形態が出てきていますが、

私たちが考えるのは水田農業をどうしていくかです。 
『2010 年 農林業センサス』が、5 年に１度公表されています。2005 年のセンサスと比

べるとかなり大きな構造変化が見られます。まず、福井県が典型的ですが、まず販売農家

数が減少しました。全国では 2 割減りました。販売農家というのは作った農産物を農協に

出荷したり、どこかへ売ったりする農家です。これに対するのが「自給的農家」です。こ

れは自分たちの家族・親戚に送るために農業をやっている農家です。農業就業人口の減少・

高齢化も著しく、福井県の場合は平均年齢が 70歳を超えました。山口県・広島県に次いで

第 3位です。自給的農家、土地持ち非農家も増加しています。「土地持ち非農家」は田圃は

所有しているが、作業は他の人に全部預けている農家です。自家飯米生産は少しあるが、

年をとってできないとか、息子が農業をやる気がないということで、他に預けてしまって

いる農家です。逆に経営耕地面積の減少率が少なく、借入耕地面積は増加し、面積の規模

拡大がこの 5年間で結構進みました。土地を買って規模拡大することはほとんどないので、

借りて経営面積を拡大したということです。耕作放棄地の増加率が縮小傾向にあります。  

「耕作放棄地」というのは、もう田圃や畑を使って何かを作ることはないということです。

増えてはいるのですが、増加率が縮小しています。構造改革が遅れているといわれますが、

多少なりとも経営耕地面積が拡大し構造改革が進んでいます。 

表３ 耕作放棄地面積の推移（カッコ内は、1990 年を 100 とした指数) 

 

耕作放棄地の面積の推移ですが、1990年の数字を 100として示していますが、1995年で

12.4%増えて 112.4、2000年で 158.1、2005年で 177.9、2010年で 182.5、面積では 396,000
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ヘクタールで埼玉県と同じくらいの面積となっています。ただ、増え方が減ってきていま

す。販売農家が持っている耕作放棄地は 1990 年の 100 から 2000 年で 136.3 に増えたわけ

ですが、その後は 2005 年、127.4、2010 年が 109.7 と減ってきているわけです。販売農家

の農地が集積されて、営農者がその集積された農地を使って一生懸命営農している姿が浮

かび上がります。ところが土地持ち非農家は 1990年を 100として、1995年が 125.8、2000

年が 201.5、2005 年が 245.5、2010 年が 275.8 と土地持ち非農家の耕作放棄地が増えてい

ます。 

次の表 4 は福井の実態ですが、福井県の農家数の推移を市町別に 2005 年と 2010 年を比

較して増加数・増減率を見たものです。「総農家数」「販売農家数」「自給的農家数」「土地

持ち非農家数」「集落営農組織」に分類し、総農家数には「土地持ち非農家」は含んでいま

せん。県全体では総農家数では 6,901 戸の農家が減ってしまいました。とりわけ販売農家

は 6,773戸が減少しました。増減率は 25.6%減です。全国では佐賀県に次ぐ減少率です。土

地持ち非農家はこの間、5,112 戸増え、34.3%の増加です。2010 年の統計で、販売農家数

（19,000戸）と土地持ち非農家数（20,000戸）が逆転してしまったのです。これは全国の

農業経済学者も注目しています。 

表４福井県の農家数の推移（2005～10年の増減率）と集落営農組織 
表 　　福井県 農家数 推移（ 年 増減率） 集落営農組織

増減数 増減率 増減数 増減率 増減数 増減率 増減数 増減率 非農家率（％） 組織率（％） H.18以降組織率（％）

福井市 △1,654 △21.8 △1,573 △27.1 △81 △4.5 1,343 49.9 40.4 27.8 56.4
永平寺町 △349 △27.6 △305 △33.2 △44 △12.6 323 101.6 41.1 26.8 31.3
あわら市 △604 △33.4 △670 △42.8 66 26.9 545 58.4 55.1 41.1 61.5

坂井市 △858 △21.3 △865 △24.5 7 1.4 678 37.2 44.1 50.5 38.5
大野市 △476 △19.3 △572 △26.5 96 31.7 391 39.5 41.0 39.7 25.5
勝山市 △326 △18.3 △303 △22.3 △23 △5.4 △20 △3.3 28.5 22.8 56.5

鯖江市 △408 △25.4 △391 △31.1 △17 △4.9 352 26.5 58.4 25.6 68.0

越前市 △664 △17.8 △645 △22.7 △19 △2.1 498 40.4 36.0 27.4 56.3
池田町 △121 △22.7 △91 △27.7 △30 △14.8 46 15.8 45.1 24.3 50.0
南越前町 △208 △20.9 △178 △26.4 △30 △9.3 140 20.5 51.1 42.2 35.7
越前町 △248 △15 △239 △20.6 △9 △1.8 140 17.3 40.3 24.5 44.4
敦賀市 △159 △12.1 △142 △19.1 △17 △3.0 88 12.6 40.7 10.5 12.5
美浜町 △135 △17.0 △99 △21.0 △36 △11.1 97 18.8 48.1 6.3 -
小浜市 △269 △17.0 △252 △25.0 △17 △3.0 210 30.2 40.9 13.5 35.3
高浜町 △48 △7.2 △49 △13.8 1 0.3 29 15.7 25.6 5.3 -
おおい町 △146 △16.2 △146 △24.5 0 0 106 35 35.1 20 10.0
若狭町 △228 △13.4 △253 △20.5 25 5.4 146 18.4 39.0 20.7 33.3
県合計 △6,901 △20 △6,773 △26.0 △128 △1.5 5,112 34.3 42.1 28.5 45.2
資料：農林省センサス、県調べなど。

注1）集落営農の組織率は、農村集落数に対する割合。

　2）H.18以降組織率は、平成22年現在の組織数に対する割合。

集落営農組織総農家数 販売農家数 自給的農家数 土地持ち非農家数

 

集落営農組織ですが、福井県では専業農家は非常に少ない。しかし、地域の農地を守る

ために集落営農をつくり、勤めに出ている人も週末は農業が出来るとか、農繁期は会社の

年休を取って少しは協力できるということで、村の農業を守り、個人がコンバインや田植

え機をそれぞれ持っていると非効率的なので、村で数台のコンバインや田植え機を持ち、

それを共同で使う、個人が村の中でそれぞれの土地を耕作していては非効率なので、村の

中で今年はこの部分を麦を作付けする、残りは米を作る、来年は別の場所に大豆・そばを

作り回していこうということで、兼業農家でも農業を続けられる組織を集落営農という形

で育んできたのです。前自民党政権末期の 2006、7 年頃から集落営農をもっとしっかり作

れという話になりましたが、かなり強引に集落営農の組織化を進めました。面積で 20ヘク
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タール以上を持てとか、将来的には農事組合法人とか会社に近い組織にすれば補助金をた

くさん出すということをしたわけです。 

組織率は県全体で 28.5%集落営農の組織が出来ているのです。特に平成 18 年以降の組織

率は 45.2%です。この 5年間でかなりの集落営農組織が出来上がったのです。あわら市です

が、販売農家数が 42.8%も減りました。しかし、集落営農組織が 61.5%も増えたのです。鯖

江市・福井市などもそのようなことがいえます。集落営農組織をやり村の農地を守ってい

きますという元々の理念はいいのですが、この５年間で進められた集落営農はあなた任せ

の集落営農だったのです。自分は殆ど作業しない。その作業をオペレーターと呼ばれる数

人に全部預けてしまったということです。任せてしまったと言う人が販売農家から土地持

ち非農家にカウントされているのです。これがいいのかどうかです。 農地の集積、法人化

が進むにつれて、集落で「無関心層」が増える傾向もあるということです。大規模農家は

農地を借りるのですが、貸す方は畦畔の草刈は地主がやるのが普通だったのですが、今は

全部やってくれということになってきています。これは具合が悪いことなのです。畦畔の

草刈りをするために雇用労働を沢山入れてやらざるを得ないことが大規模化の足かせにな

っているのです。構造改革が進むにつれて無関心層が増え、農業そのものへの関心が無く

なる。「ＴＰＰとはなんぞや」という層が増えることはまずいのではないかと思います。 

 

４.私たちが目指すべき、農業・農村の方向性とは？ 

無責任な「国際分業論」や、単純・画一的な「農業構造改革論」で、農の将来が展望で

きるのでしょうか？とりわけ、依然として深刻化する「食と農の距離の拡大」の克服・農・

食べるということに関し

てそれほど関心を示さな

くなってきています。食べ

るという行為のむこう側

にある農業生産という行

為が結びつかない・結び付

けられない人々が増えて

くるわけです。農村に住ん

でいても、田植えの時期に

話題が出来る風景もなく

なりつつある。福井県では

ゴールデンウィークを外

して田植えをすることに

なりましたので、益々田植えの風景から遠ざかることになります。国民、地域の人たちが、

食と農に関わりそれを応援するしくみづくりがもうひと汗かくことが必要です。重要な
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CSA の考え方（Community Supported Agriculture：「地域」が支える農業）―Community
とは思いとか願いを一緒にしている人です。思い・願いを共通する人が作っているワール

ドが Community です。買って応援するとか、食べて応援するとか、そこに出かけて応援す

るとかの仕組みを作る必要があります。「参加型社会」に根ざした「私益」「共益」「公益」

の循環的関係（連鎖）づくりが必要です。昨年 12 月の大事な総選挙でも投票率が下がりま

したが、自分たちが実際の社会に参加して、微力ながらも物事が改善されていったり、力

になれるという実感を抱くことが少なくなっているのではと思います。一人では出来ない

ことをみんなで共益としてやってみようとか、地域の利益＝公益を守るために私たちの力

を参加ということを通してやってみようとか、その様な事がかなり弱まっています。それ

は労働政党がどんどん弱まり、非正規労働者も４割にもなり、ゆったりと社会のことを見

定めることができないこととなっているからでしょう。この悪循環を断ち切らないといけ

ません。その意味で食と結び付いた農を取り戻すことは大事だと感じています。 
 

質問 

Ｓ氏－CSA ですが生産者側のシステムとかは？ 
北川―元々はアメリカからのものですが、CSA には基準があります。有機農業をやってい

なければいけないとか、そこで作ったものを農産物直売所で販売しなければならないとか

ルールがあります。日本の生協が取り組んできた共同購入システムを参考にしたといわれ

ています。都市の組合員が農山漁村の農業・漁業者を応援するために野菜ボックス・魚便

という形で買って組合員に分けることがヒントになったといわれます。結城登美雄という

民俗学の研究家がいますが、鳴子地域の米を応援するために若干高い価格で買い支え、消

費者も地元に行って応援する事例があります。京都生協が「さくらこめたまご」―飼料米

から作った卵を販売する。飼料米

には遊休地で飼料米を作り、そこ

から仕入れて養鶏農家が卵を作

り、京都生協で販売する。そのと

き組合員はプレミアムというこ

とで卵１個に１円を上乗せして

購入する。上乗せ分を生産者と交

流したり、応援する資金に使う仕

組みです。プラス１円を払うこと

が京都という地域ではあります

が自給率を向上させることとな

り、養鶏農家・飼料米農家を応援することになります。東京の生活クラブ生協と山形県の

庄内の農協が米の提携取引をしているなどです。 
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Ｙ氏―食と農の提携というとですが、自然エネルギーでも同じようなことができると思い

ますが、農業の場合は農家がいないとできません。農家が無くなることについてはどのよ

うな対処をすべきでしょうか。 
北川－新規就農者への応援です。農業への就農希望者が増えています。一つは退職者です。

本格的規模です。途中で脱サラして農業を始める、あるいは若い時から始めるという人が

います。そこを応援しようという動きが始まっています。二つは就農はしないが、農業生

産法人でまず雇用する。それを通して次のステップで農業をやるというものです。福井県

内でも若狭のほうでも就農支援に力を入れる法人があります。それでも後継者は大丈夫か

といえば依然として問題は付きまといます。ただ食料供給という視点からはそれほど農家

はいらない。集約化をして規模拡大すればすれほど農家の数がいるわけではありません。

ただし、そこだけでは問題があり、周辺部分で農にかかわり、農を意識する人を育てて、

地域の農を応援する構造を真剣に作っておかないと、農村社会そのものがガラガラと崩れ

ていくのではと思います。 
Ｙ氏―工夫をした応援の仕方が必要ということですか？ 
北川―東京の町と東北の漁業の提携がありますが、応援から次のステップへの仕掛けが必

要です。 
 
★★★★★★★北川太一（きたがわたいち）講師プロフィール★★★★★★★ 

兵庫県西宮市生まれ、鳥取大学農学部、京都府立大学農学部を経て、2005 年４月より

福井県立大学に勤務。「農業経済学」（経済学部）、「農業経営論」（生物資源学部）、「食料・

農業政策論」（大学院）、鳥取大学農学部（非常勤）で「協同組合論」を担当。 

主な著書として、『農業・むら・くらしの再生をめざす集落型農業法人』（編著）、『新

時代の地域協同組合』（単著）、『いまＪＡの存在価値を考える「農協批判」を問う』（単

著）など。  

現在、日本農業経済学会常務理事、日本協同組合学会理事、農林水産省農林水産政策

研究所客員研究員、福井県ではふくいの農業のあり方検討会・会長県普及活動外部評価

委員会・委員長、越前市コウノトリが舞う里づくり協議会会長、ふくいエコ・グリーン

ツーリズム・ネットワーク会長などを務める。 

★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★ 

これまでのちょっといって講座一覧（講演録はホームページ上に掲載） 
３７第３７回ちょっといって講座 

日時 ２０１２年８月１日 
演題 「税と社会保障の一体改革と緊縮政策の評価」 
講師  澤井 勝氏（奈良女子大学名誉教授） 
 

http://www.mitene.or.jp/~ryuzo/chotto/37sawai.pdf�
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３６第３６回ちょっといって講座 
  日時 ２０１１年１０月５日（水） 
  演題 「核と未来」 
  講師 西谷修 東京外国語大学教授 
 
３５第３５回ちょっといって講座 
  日時 ２０１１年２月２１日 
  演題 「正規・非正規労働と賃金格差」 
  講師 遠藤公嗣明治大学経営学部教授 
 
３４第３４回ちょっといって講座 
  日時 ２０１０年１１月１０日 
  演題 冷たいお金か温かいお金か 
  講師 内山節氏（哲学者）立教大学大学院教授 
 
３３第３３回ちょっといって講座 
  日時 ２０１０年８月２日 
  演題 支給の始まった「子ども手当」を評価する 

講師 ： 北 明美福井県立大学看護福祉学部教授 
 

３２第３２回ちょっといって講座 
日時 ２００９年 12 月 14 日 
演題 政権交代と道州制の行方 
講師  本山美彦氏 大阪産業大学経済学部教授 

 
３１第３１回ちょっといって講座 

日時 ２００９年３月４日 
演題 県内の雇用情勢と派遣労働の問題点」 
講師  吉村臨兵氏 福井県立大学看護福祉学部教授 

 
３０第３０回ちょっといって講座 

日時：２００８年８月５日 
演題：排出権取引制度は地球温暖化問題の救世主か 
講師：岡敏弘福井県立大学経済学部教授（経済学部長） 

 
２９第２９回ちょっといって講座 

http://www.mitene.or.jp/~ryuzo/chotto/36nishitani.pdf�
http://www.mitene.or.jp/~ryuzo/chotto/35endo.pdf�
http://www.mitene.or.jp/~ryuzo/chotto/34uchiyama.pdf�
http://www.mitene.or.jp/~ryuzo/chotto/33akemi.pdf�
http://www.mitene.or.jp/~ryuzo/chotto/32motoyama.pdf�
http://www.mitene.or.jp/~ryuzo/chotto/31yoshimura.pdf�
http://www.mitene.or.jp/~ryuzo/chotto/30oka.htm�
http://www.mitene.or.jp/~ryuzo/chotto/29kenjyou.htm�
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  日時：２００７年１１月１９日 
  演題：「医療崩壊」を食い止めろ 
  講師：権丈善一 慶応義塾大学商学部教授 
 
２８第２８回ちょっといって講座 
  日時：２００７年８月８日 
  演題：「グローバル化の闇で蠢く改憲プログラム」 
  講師：本山美彦 福井県立大学教授（京都大学名誉教授） 
    
２７第２７回ちょっといって講座 
  日時：２００６年１０月２６日 
  演題：「改正後の介護保険制度の現状と課題」 
  講師：池田省三 龍谷大学教授 社会保障審議会介護給付費分科会委員 
 
２６第２６回ちょっといって講座 
  日時：２００６年７月１３日 
  演題：「グローバリズムの本質と日本の進路」  
  講師：本山美彦 福井県立大学教授 
２５第２５回ちょっといって講座 
  日時：２００５年１１月２９日  
  演題：「失敗学から防災を考える」 
  講師：飯野謙次 特定非営利法人失敗学会副会長 
 
２４第２４回ちょっといって講座  
  日時：２００５年７月２６日 
  演題：「フリーター・ニート層の増大と雇用政策」 
  講師：吉村臨兵 福井県立大学助教授 
２３第２３回ちょっといって講座  
  日時：２００４年１０月２８日 
  演題：「新潟・福井豪雨と河川のあり方を考える」 
  講師：大熊孝 新潟大学工学部教授（河川工学） 
 
★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★★ 
ちょっといって講座実行委員会  

福井市大和田町 38-30-3 福井県地方自治研究センター内  
℡（0776）57-5800 http://www.mitene.or.jp/~ryuzo 

http://www.mitene.or.jp/~ryuzo/chotto/28motoyama.htm�
http://www.mitene.or.jp/~ryuzo/chotto/27ikeda.htm�
http://www.mitene.or.jp/~ryuzo/chotto/26motoyama.htm�
http://www.mitene.or.jp/~ryuzo/chotto/25iino.htm�
http://www.mitene.or.jp/~ryuzo/chotto/24yosimura.htm�
http://www.mitene.or.jp/~ryuzo/chotto/23ookuma.htm�

